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１ アンケート調査の概要 

（１）アンケート調査の目的 

平成 27 年度（2015 年度）に策定した鎌倉市公共施設再編計画の改訂に当たり、市民の公

共施設の利用状況や公共施設マネジメント（再編）に対する意見などを確認するとともに、

「鎌倉市公共施設再編計画策定に向けたアンケート調査（平成 24年度（2012年度）実施）」

等の過年度実施のアンケート調査で把握した市民意向の経過観察及び市民ニーズの変化を把

握する。 

また、平成 27年度（2015年度）から平成 28年度（2016年度）にかけて実施した地域拠点

校の選定に関するアンケート調査及び平成 29年３月に策定した「地域拠点校選定の考え方」

を踏まえ、地域拠点校の整備に向けた取組に関する市民意向を把握することを目的とする。 
 

（２）調査の方法 

WEBアンケート形式 
 

（３）調査の対象 

鎌倉市在住の 18歳以上の方（WEBリサーチ会社の登録者 3,341人） 
 

（４）調査の実施時期・期間 

調査票の配信：令和３年（2021年）11月２日（火）から令和３年（2021年）11月８日（月）

まで（７日間） 
 

（５）アンケート調査の回収状況・属性 

性別 

 回収数（人） 割合（％） 

男性 425 60.8 

女性 274 39.2 

合計 699 100.0 

 

世代・年代 

世代 年代 回収数（人） 割合（％） 

若者世代 

10代 5 0.7 

20代 57 8.2 

小計 62 8.9 

子育て・ 
働き世代 

30代 63 9.0 

40代 120 17.2 

50代 176 25.2 

小計 359 51.4 

シニア世代 

60代 171 24.5 

70代 96 13.7 

80代 11 1.6 

小計 278 39.8 

合計 699 100.0 

 

鎌倉市市民 WEBアンケート調査結果について 
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２ アンケート調査結果の概要 

（１）調査結果のまとめ 

① 公共施設の利用状況について 

⚫ 利用頻度の高い施設は、「市役所（30.6％）」、「支所（27.2％）」及び「図書館（約 25％）」

となっている。 

※割合（％）は、「定期的に利用した」及び「たまに利用した（２～３ヵ月に１回程度）」

の合計値である。 

⚫ 利用頻度の低い施設は、「見田記念体育館（97.3％）」、「子育て支援センター（96.6％）」

及び「鎌倉青少年会館、玉縄青少年会館（95.9％）」となっている。 

※割合（％）は、「ほとんど利用していない（半年に１回程度）」、「過去１年以内には

利用していない」及び「今まで一度も利用したことがない」の合計値である。 

⚫ 平成 24 年度（2012 年度）調査と令和３年度（2021 年度）調査における「ほとんど利

用していない（半年に１回程度）」、「１年以内には利用していない」及び「今まで一度

も利用したことがない」の割合の合計を比較すると「鎌倉生涯学習センター（きらら

鎌倉）」で 13.6％、「学習センター（玉縄分室含む）」で 11.6％、「支所（行政窓口機能：

各種届出、各証明書の請求、税金の納付 等）」で 11.0％増加しており、他の施設と

比較して利用頻度が低くなっている。 

⚫ 公共施設を利用しない理由としては、「利用する必要がない」の割合が最も高くなって

おり、平成 24年度（2012年度）調査と比較して、19.0％増加している。 

 

② 公共施設マネジメント（再編）の取組の認知度について 

⚫ 公共施設マネジメント（再編）に向けた取組の認知度は、「知っている：18.6％」、「知

らない 81.4％」であり、認知度が低い結果となっている。 

⚫ 公共施設マネジメント（再編）に向けた取組をより知ってもらうための情報発信方法

としては、「鎌倉市 SNS（Facebook、Twitter、Youtube、LINE）で発信する：51.3％」

の割合が最も高くなっている。 

 

③ 公共施設の今後のあり方について 

⚫ 公共施設の更新・維持管理コストの縮減を図るための手法について、「現在ある施設の

統廃合や施設機能の集約化・複合化を行うことで、施設数を減らして、公共施設マネ

ジメント（再編）をするべきである（58.7％）」及び「利用されていない施設や土地を

売却・賃貸して収入を得るべきである（46.8％）」の割合が比較的高くなっている。 

⚫ 公共施設の更新・維持管理コストの縮減を図るための手法について、平成 24年度（2012

年度）調査と令和３年度（2021年度）調査の回答を比較すると、どちらの年度におい

ても「現在ある施設の統廃合や施設機能の集約化・複合化を行うことで、施設数を減

らして、公共施設マネジメント（再編）をするべきである」の割合が最も高くなって

いる。 
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④ 公共施設マネジメント（再編）の取組に関する方針について 

⚫ 公共施設の集約化・複合化に対する意向として「施設の種類や需要を考慮し、実施す

べきである（61.9％）」の割合が最も高くなっている。また、「積極的に実施すべきで

ある」と「施設の種類や需要を考慮し、実施すべきである」の割合の合計は 90％を超

えている。 

⚫ 民間事業者が公共施設の整備、維持管理及び運営を行う手法についての意向として「施

設の種類や需要を考慮し、実施すべきである：54.2％」の割合が最も高くなっている。

また、「積極的に実施すべきである」と「施設の種類や需要を考慮し、実施すべきであ

る」の割合の合計は約 90％となっている。 

⚫ 公共施設マネジメント（再編）への理解・協力の度合いについて、「公共施設の施設数

やスペース（床面積）の削減」、「施設職員数の削減」及び「民間による運営など管理

運営方法の変更」の項目において「理解・協力できる」及び「ある程度理解・協力で

きる」を合計した割合は 70％～80％以上となっている。 

 

⑤ 地域拠点校について 

⚫ 地域拠点校の選定に関する認知度は、「知っている（9.0％）」と低い結果となっている。

また、地域拠点校の選定に関する認知度は、平成 28 年度（2016 年度）調査から令和

３年度（2021年度）調査にかけて 1.9％減少している。 

⚫ 地域拠点校の選定・整備を進めて行くに当たって、意見を重視すべき住民の立場（属

性）は、「小学生・中学生の保護者：53.1%」の割合が最も高くなっている。 

⚫ 地域拠点校で提供される行政サービスにより得られる効果（期待すること）について、

「災害発生時に、災害対応（情報収集、避難、救護 等）の拠点となる：53.8%」が最

も多く、次いで「集約化・複合化された複数の施設機能を、効率的（一カ所で複数の

行政サービスを利用）に利用することができる：46.4%」、「機能の集約化・複合化によ

り施設整備や維持管理にかかる費用を削減できる：46.1%」となっている。 
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（２）主な調査結果 

① 公共施設の利用状況について【設問４・５】 

新型コロナウイルス感染症による自粛や施設の利用制限の影響がなかった時期（令和元年

（2019年）４月～令和２年（2020年）３月頃）における施設類型毎の公共施設の利用頻度を

みると、最もよく利用されている施設（回答で「定期的に利用した」及び「たまに利用した

（２～３ヵ月に１回程度）」の割合の合計が大きい施設）は、「市役所：30.6%」であり、次い

で「支所（行政窓口機能：各種届出、各種証明書の請求、税金の納付 等）：27.2%」、「図書館：

25.3%」となっている。 

また、利用が少ない施設（回答で「ほとんど利用していない（半年に１回程度）」、「過去１

年以内には利用していない」及び「今まで一度も利用したことがない」の割合の合計が大き

い施設）は、「見田記念体育館：97.3%」であり、次いで「子育て支援センター（４施設）：96.6%」、

「鎌倉青少年会館、玉縄青少年会館：95.9%」となっている。 

 

 

【令和３年度（2021年度）調査】 
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1.市役所

2.学習センター（玉縄分室含む）

3.図書館

4.支所（行政窓口機能：各種届出、各証明書の請求、税金の納付 等）

5.鎌倉生涯学習センター（きらら鎌倉）

6.中央図書館

7.市民サービスコーナー〔大船ルミネウィング内〕

8.鎌倉青少年会館、玉縄青少年会館

9.子育て支援センター（4施設）

10.老人福祉センター（名越やすらぎセンター・今泉さわやかセンター・

玉縄すこやかセンター・腰越なごやかセンター・教養センター）

11.福祉センター

12.文化施設（鎌倉国宝館・鎌倉文学館・鎌倉芸術館

・鏑木清方記念美術館・川喜多映画記念館・鎌倉歴史文化交流館 等）

13.鎌倉体育館

14.見田記念体育館

15.大船体育館

16.鎌倉武道館

17.こもれび山崎温水プール

18.市営プール（鎌倉海浜公園水泳プール）

19.屋外スポーツ施設（笛田公園グラウンド・野球場・テニスコート 等）

20.その他の公共施設：

定期的に利用した たまに利用した（2～3ヶ月に1回程度）

ほとんど利用していない（半年に1回程度） 1年以内には利用していない（令和元（2019）年4月～令和2（2020）年3月頃）

今まで一度も利用したことがないn=699

 

グラフ中の□（赤囲み）は、「定期的に利用した」及び 

「たまに利用した（２～３ヵ月に１回程度）」の割合の合計 

グラフ中の□（青囲み）は、 

「ほとんど利用していない（半年に１

回程度）」、「過去１年以内には利

用していない」及び「今まで一度も

利用したことがない」の割合の合計 
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施設類型毎の公共施設の利用頻度の減少の度合い（回答で「ほとんど利用していない（半

年に１回程度）」、「過去１年以内には利用していない」及び「今まで一度も利用したことがな

い」の割合の合計が大きい施設）を、平成 24 年度（2012 年度）調査と令和３年度（2021 年

度）調査で比較すると、全施設類型で利用頻度が減少している。 

特に、「5. 鎌倉生涯学習センター（きらら鎌倉）」、「2．学習センター（玉縄分室含む）」及

び「4.支所（行政窓口機能：各種届出、各証明書の請求、税金の納付 等）」では、平成 24

年度（2012 年度）調査に比べ令和３年度（2021 年度）調査はそれぞれ 13.6％、11.6％及び

11.0％増加しており、他の施設と比較して利用頻度の減少の度合いが大きくなっている。 

 

【平成 24年度（2012年度）調査】 
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1.市役所

2.学習センター（玉縄分室含む）

3.図書館

4.支所（行政窓口機能：各種届出、各証明書の請求、税金の納付 等）

5.鎌倉生涯学習センター（きらら鎌倉）

6.中央図書館

7.市民サービスコーナー〔大船ルミネウィング内〕

8.鎌倉青少年会館、玉縄青少年会館

9.子育て支援センター（4施設）

10.老人福祉センター（名越やすらぎセンター・今泉さわやかセンター・

玉縄すこやかセンター・腰越なごやかセンター・教養センター）

11.福祉センター

12.文化施設（鎌倉国宝館・鎌倉文学館・鎌倉芸術館

・鏑木清方記念美術館・川喜多映画記念館・鎌倉歴史文化交流館 等）

13.鎌倉体育館

14.見田記念体育館

15.大船体育館

16.鎌倉武道館

17.こもれび山崎温水プール

18.市営プール（鎌倉海浜公園水泳プール）

19.屋外スポーツ施設（笛田公園グラウンド・野球場・テニスコート 等）

20.その他の公共施設：

定期的に利用した たまに利用した（2～3ヶ月に1回程度）

ほとんど利用していない（半年に1回程度） 1年以内には利用していない（令和元（2019）年4月～令和2（2020）年3月頃）

今まで一度も利用したことがない 無回答
n=828

 

令和３年度（2021 年度）で特に利用頻度の減少の度合いが大きい施設 
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公共施設を利用しない理由を、平成 24 年度（2012 年度）調査と令和３年度（2021 年度）

調査で比較すると、どちらの年度も「利用する必要がない」が最も多く、次いで「施設まで

のアクセスが不便である」、「自分の希望時間に施設を利用できない」となっている。また、

「利用する必要がない」は、平成 24年度（2012年度）調査から、19.0％増加している。 

 

【令和３年度（2021年度）調査】 
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n=697

 

 

【平成 24年度（2012年度）調査】 
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② 公共施設マネジメント（再編）の取組の認知度について【設問６・設問７（２）】 

公共施設マネジメント（再編）に向けた取組の認知度をみると、「知っている：18.6%」、「知

らない 81.4%」であり、認知度が低い結果となっている。 

 

n=130, 

18.6%

n=569, 

81.4%

知っている 知らないn=699
 

 

また、公共施設マネジメント（再編）に向けた取組をより知ってもらうための情報発信方

法をみると、「鎌倉市 SNS（Facebook、Twitter、Youtube、LINE）で発信する：51.3%」の割

合が最も高く、次いで「鎌倉市公共施設再編計画 NWES等の広報紙の発行回数を増やす：42.4%」、

「自治会の回覧版に記載する：41.7%」となっている。 

 

51.3%（n=292）

24.1%（n=137）

42.4%（n=241）

25.0%（n=142）

41.7%（n=237）

4.2%（n=24）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

鎌倉市SNS（Facebook、Twitter、Youtube、LINE）で発信する

市から希望者にメールで配信する

鎌倉市公共施設再編計画NEWS等の広報紙の発行回数を増やす

市役所や図書館等の再編の対象となる公共施設の掲示板等に掲示する

自治会の回覧板に記載する

その他：

n=569

 

知っている：18.6％ 
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③ 公共施設の今後のあり方について【設問８】 

公共施設の更新・維持管理コストの縮減を図るための手法を、平成 24 年度（2012 年度）

調査と令和３年度（2021年度）調査で比較すると、どちらも「現在ある施設の統廃合や施設

機能の集約化・複合化を行うことで、施設数を減らして、公共施設マネジメント（再編）を

するべきである」が最も多くなっている。 

令和３年度（2021 年度）調査においては、「現在ある施設の統廃合や施設機能の集約化・

複合化を行うことで、施設数を減らして、公共施設マネジメント（再編）をするべきである」

及び「利用されていない施設や土地を売却・賃貸して収入を得るべきである」の公共施設の

有効活用による財政負担軽減を期待する回答の割合が他の項目と比較して高くなっている。 

 

【令和３年度（2021年度）調査】 

18.7%（n=131）

58.7%（n=410）

24.5%（n=171）

34.5%（n=241）

36.2%（n=253）

46.8%（n=327）

5.0%（n=35）

14.3%（n=100）

3.1%（n=22）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現在ある施設の維持管理を優先して行うべきである

現在ある施設の統廃合や施設機能の集約化・複合化を行うことで、施設数を減らして、

公共施設マネジメント（再編）をするべきである

近隣自治体と共同で1つの施設を整備・共有し、経費を削減するべきである

民間が保有する施設（例えば会議室やホール、スポーツ施設等）を公共施設として使用し、経費を

削減するべきである

施設の更新（建替え）や管理運営に民間のノウハウや資金を活用し、

経費を削減するべきである

利用されていない施設や土地を売却・賃貸して収入を得るべきである

施設の利用料金を引き上げるべきである

今後もこれまで通り地域ニーズに応え、積極的に新設・更新（建替え）していくべきである

その他：
n=699

 

 

【平成 24年度（2012年度）調査】 

10.7%（n=89）

58.7%（n=486）

28.5%（n=236）

39.7%（n=329）

38.4%（n=318）

8.2%（n=68）

7.9%（n=65）

5.0%（n=41）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現在ある施設の維持管理を優先して行うべきである

現在ある施設の統廃合や施設機能の集約化・複合化を行うことで、施設数を減らして、

施設の再編をするべきである

近隣自治体と共同で1つの施設を整備・共有し、経費を削減するべきである

民間が保有する施設（例えば会議室やホール、スポーツ施設等）を公共施設として使用し、

経費を削減するべきである

施設の更新（建替え）や管理運営に民間のノウハウや資金を活用し、

経費を削減するべきである

利用されていない施設や土地を売却・賃貸して収入を得るべきである

施設の利用料金を引き上げるべきである

今後もこれまで通り地域ニーズに応え、積極的に新設・更新（建替え）していくべきである

よくわからない

無回答

その他：
n=828

※平成24年時は、選択肢の設定なし

※平成24年時は、選択肢の設定なし

※平成24年時は、選択肢の設定なし
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④ 公共施設マネジメント（再編）の取組に関する方針について【設問 11・12・14】 

施設の集約化・複合化についての意向をみると、「施設の種類や需要を考慮し、実施すべき

である：61.9%」が最も多く、次いで「積極的に実施すべきである：29.0%」となっている。 

また、「施設の集約化・複合化は、実施すべきでない：2.0%」が最も少なくなっている。 

「積極的に実施すべきである」及び「施設の種類や需要を考慮し、実施すべきである」の

割合の合計は 90％を超えている。 

 

n=203, 29.0%

n=433, 61.9%

n=14, 2.0%
n=49,

7.0%

積極的に実施すべきである 施設の種類や需要を考慮し、実施すべきである

施設の集約化・複合化は、実施すべきでない わからない
n=699

 

 

民間事業者が公共施設の整備、維持管理及び運営を行う手法についての意向をみると、「施

設の種類や需要を考慮し、実施すべきである：54.2%」が最も多く、次いで「積極的に実施す

べきである：34.5%」となっている。 

また、「民間の資金やノウハウ活用せず、これまで通り市が直接実施すべきである：3.4%」

が最も少なくなっている。 

「積極的に実施すべきである」と「施設の種類や需要を考慮し、実施すべきである」の割

合の合計は約 90％となっている。 

 

n=241, 34.5%

n=379, 54.2%

n=24, 3.4% n=55,

7.9%

積極的に実施すべきである

施設の種類や需要を考慮し、実施すべきである

民間の資金やノウハウは活用せず、これまで通り市が直接実施すべきである

わからない
n=699

 

「積極的に実施すべきである」及び 

「施設の種類や需要を考慮し、実施すべきである」

の割合の合計：９０．９％ 

「積極的に実施すべきである」及び 

「施設の種類や需要を考慮し、実施すべきである」

の割合の合計：８８．７％ 
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公共施設マネジメント（再編）を進めることへの理解・協力の度合いについて、「公共施設

の施設数やスペース（床面積）の削減」、「施設職員数の削減」及び「民間による運営など管

理運営方法の変更」の項目おいては、「理解・協力できる」及び「ある程度理解・協力できる」

の割合の合計が 80％以上となっている。また、「開館日・時間の減少」の項目においては、

同回答の割合が 70％以上となっている。 

一方、「公共施設へのアクセスが不便になる」の項目においては、「理解・協力できる」及

び「ある程度理解・協力できる」の割合の合計が 56.7%であり、その他の項目と比較して、

若干低くなっている。 

 

38.2%

14.4%

21.0%

37.1%

41.1%

47.1%

42.3%

52.6%

47.2%

42.8%

3.4%

30.3%

15.7%

5.7%

4.9%

11.3%

12.9%

10.6%

10.0%

11.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公共施設の施設数やスペース（床面積）の削減

公共施設へのアクセスが不便になる

開館日・時間の減少

施設職員数の削減

民間による運営など管理運営方法の変更

理解・協力できる ある程度理解・協力できる 理解・協力できない わからないn=699
 

「理解・協力できる」及び「ある程度理解・協力できる」の割合の合計 
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⑤ 地域拠点校について【設問 15・16・17】 

令和３年度（2021年度）調査の地域拠点校の選定に関する認知度は、「知っている：9.0％」

となっている。 

また、地域拠点校の選定に関する認知度を平成 28年度（2016年度）調査と令和３年度（2021

年度）調査で比較すると、「知っている」の割合は、平成 28年度（2016年度）調査から令和

３年度（2021年度）調査にかけて 1.9％減少しており、認知度は低い結果となっている。 

 

【令和３年度（2021年度）調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成 28年度（2016年度）調査】 

 

 

地域拠点校の選定・整備を進めて行くに当たって、意見を重視すべき住民の立場（属性）

についてみると、「小学生・中学生の保護者：53.1%」が最も多く、次いで「地域拠点校へ集

約化・複合化する施設の利用者：47.2%」、「地域拠点校へ集約化・複合化する施設周辺の地域

住民・自治町内会：31.8%」となっている。 

 

25.0%（n=175）

53.1%（n=371）

23.5%（n=164）

25.5%（n=178）

47.2%（n=330）

30.6%（n=214）

31.8%（n=222）

2.0%（n=14）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生・中学生

小学生・中学生の保護者

未就学児の保護者

小学校・中学校の教職員

地域拠点校へ集約化・複合化する施設の利用者

地域拠点校周辺の地域住民・自治町内会

地域拠点校へ集約化・複合化する施設周辺の地域住民・自治町内会

その他：
n=699

 

n=63, 

9.0%

n=636, 

91.0%

知っている 知らないn=699

n=700, 

10.9%

n=5,643, 

88.1%

n=61, 1.0%

知っている 知らない 無回答n=6,404

知っている：9.0％ 知っている：10.9％ 
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地域拠点校で提供される行政サービスにより得られる効果（期待すること）についてみる

と、「災害発生時に、災害対応（情報収集、避難、救護 等）の拠点となる：53.8%」が最も多

く、次いで「集約化・複合化された複数の施設機能を、効率的（一カ所で複数の行政サービ

スを利用）に利用することができる：46.4%」、「機能の集約化・複合化により施設整備や維持

管理にかかる費用を削減できる：46.1%」となっている。 

 

37.1%（n=259）

40.5%（n=283）

24.5%（n=171）

46.4%（n=324）

29.2%（n=204）

26.9%（n=188）

27.6%（n=193）

40.6%（n=284）

53.8%（n=376）

46.1%（n=322）

2.9（n=20）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域住民の世代を超えた交流（多世代交流）ができる

学校と地域の連携が強化される

自治町内会の活動等の地域活動支援により地域コミュニティが活性化される

集約化・複合化された複数の施設機能を、効率的（一カ所で複数の行政サービスを利用）に利用することができる

地域住民が小・中学校施設（校庭、体育館、調理室、音楽室 等）を利用することができる

地域住民が読書や学習をしたり、知りたい情報を調べたりする機能を利用することができる

高齢者が福祉サービス（健康相談、リハビリ、教養講座 等）を利用することができる

校内に放課後の子どもの居場所（子どもひろば・子どもの家 等）を確保することができる

災害発生時に、災害対応（情報収集、避難、救護 等）の拠点となる

機能の集約化・複合化により施設整備や維持管理にかかる費用を削減できる

その他：
n=699

 

 


